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　平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により、多数の尊い人命が失われ、かつ、甚大な経済
的被害がもたらされました。特に、今回の被災地は、わが国の重要な食料基地であり、また、地域経
済・社会で農業の位置づけが極めて高い地域です。
　今回の震災は、地震・津波による甚大な損害に加え、原発事故による影響も終息しておらず、復旧・
復興には相当の期間とわが国の総力を挙げた取り組みが不可欠です。
　しかし、経済界やマスコミの一部から、農業のみならず地域経済・社会全体に甚大な影響を与える
ＴＰＰ（環太平洋連携協定）について「復興のためにも早期参加が必要」という、被災地の現状や農
家の心情を無視した、耳を疑うような主張がなされているのは、残念なことです。
　ＪＡグループでは、今回の震災による環境変化や価値観の転換を踏まえ、あらためてＴＰＰ反対を
訴えるとともに、いま一度国民の皆さんと、自由貿易協定の在り方や今後の日本農業について一緒に
考えていきたいと思います。

いっしょに考えませんか
ＴＰＰと日本の農業・くらし
いっしょに考えませんか
ＴＰＰと日本の農業・くらし
いっしょに考えませんか
ＴＰＰと日本の農業・くらし

～ＴＰＰ等に関するＪＡグループの基本的考え方～
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ＴＰＰに対するＪＡグループの基本的考え方
東日本大震災による環境変化と価値観の転換
●農林水産業が地域経済・社会を支えている地域に甚大な被害が出ており、その復旧・復興には相

当な期間と国の総力を挙げた努力が必要です。
●一時的な食料供給不足や原発事故による損害の拡大等により、持続可能な農業、食の安全・安

心の重要性が、再認識されるとともに、地域内外での助け合いや、「人と人のつながり」「共助」
「絆」などの価値観も高まっています。

●こうした環境変化によって、効率化や競争力強化を追求してきた従来の価値観が大きく転換しよ
うとしています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

農林水産業の被害額は1兆7856億円 原発事故に伴う農産物の価格下落の事例
東京都中央卸売市場平均価格
①福島県産・キュウリ
　平成23年3月下旬：100円/㎏以下、4月：200円/㎏前後
　　⇒対前年同期比：▲約80%
②埼玉県産・キュウリ
　平成23年3月下旬～4月下旬：200円/㎏前後
　　⇒同：▲約40%
③福島県産・牛肉（和牛去勢Ａ４）
　平成23年3月下旬～4月下旬：1500円/㎏以下
　　⇒同：▲約20%
④埼玉県産・チューリップ
　平成23年3月下旬～4月上旬：20円/本以下
　　⇒同：▲約60%減
＊以上の品目は出荷制限等の指示を受けていない
埼玉県は、出荷制限等の指示を受けたことがない

原発事故に伴う作付制限、出荷制限（2011年産）
米の作付制限：約9,000ha（福島県内の約1割）
　　対象農家7,000戸
出荷制限品目の年間産出額
　　671億円（福島・茨城・栃木・群馬・千葉の5県）

（2009年 生産農業所得統計より）　　　 　

福島県は、もも・夏野菜など、夏秋に多くの農産物を出荷する産地。
今後、出荷制限対象が拡大すると、福島県農業に壊滅的な損害を与える。

うち水産

うち農地・農業用施設

うち農作物等

うち林業

9023億円

7137億円

505億円

1191億円

23,600haの農地で被害

青森県

岩手県

宮城県

福島県

茨城県

千葉県

資料：農林水産省平成２３年５月３１日発表

資料：農林水産省平成２３年３月２９日発表 出典：農林水産省資料をもとに全中作成

出典：農林水産省資料をもとに全中作成
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震災を機に“思いやり”や“助け合い”の大切さの認識が強まっている
Ｑ．日本人として改めて思ったこと
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●地震後、普段あまり感じられなかった他人への思
いやりや、ご近所づきあいに、日本人が本来持っ
ている『思いやりの気持ち』を感じた

●被災地の人々が物資を譲り合い、お互いで助け
合って生活していくように努力していくことに心を
打たれる

●今まで海外で日本がしてきた支援に対して、海外
の国々が援助を申し出てくれていることに人間の
温かさを感じている

2011年4月 電通リサーチ調査（ｎ＝500）

自由回答

（％）

東日本大震災後の価値観の変化
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・153カ国・地域が加盟
・加盟国共通のルールづくり（関税削減、国内補助金の
削減、輸出補助金の撤廃）

ＷＴＯ（世界貿易機関）
WTOは関税削減交渉

・２国間または複数国間で行う関税撤廃交渉
・「実質上すべての貿易（一般的には90%以上と解釈）に
ついて、原則として10年以内の関税撤廃」とWTO協定
で規定（10%は除外・例外が可能）

FTA：自由貿易協定（EPA：経済連携協定）

・9カ国間で行う関税撤廃交渉
・除外・例外品目を認めず、全品目の関税を撤廃する

TPP：環太平洋連携協定
（太平洋をとりまく9カ国間のFTA）

TPPは関税撤廃交渉

小麦

畜産物

大豆

主食
用米

国
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輸入

輸入

輸入

小麦（88万トン→180万トン）
米粉用米（0.1万トン→50万トン）

飼料用米（0.9万トン→70万トン）

大豆（26万トン→60万トン）

消費拡大

小　　麦 ・パンなどの小麦製品について、国産小麦、米粉の
使用割合を引き上げ（１割→４割）

畜 産 物 ・飼料自給率の向上（26％→38％）

大　　豆 ・豆腐、納豆などについて、国産食用大豆の使用
割合を引き上げ（３割→６割）

主食用米 ・朝食欠食1,700万人の改善等で米の消費拡大

そ の 他 ・輸出の促進
 ・油の摂りすぎの抑制

関係者の最大限の努力と
政府の下支え

国産

国産

国産
輸入飼料

国産

消
費
の
拡
大

出典：平成22年3月閣議決定「食料・農業・農村基本計画」

まずは震災からの復旧・復興に全力を挙げる必要

ＴＰＰに対する基本的考え方

●震災からの復興に焦点をあてた、わが国の農業対策について、官民の叡智を集めて検討・実践す
べきです。また、その検討は、ＴＰＰ参加の是非を巡る議論とは切り離して行うべきです。

●ＪＡグループは、国民生活に不可欠な安全・安心な食料の安定供給を図るため、被災地域の農業
と生活の復旧・復興に全力で取り組んでいきます。

●ＴＰＰは、東日本大震災からの復興の足かせにしかなりません。
●例外なき関税撤廃を原則とするＴＰＰへの参加は、国内農業の振興とは到底両立できません。

参加に向けた検討は、直ちに中止すべきです。
●食料自給率40%のわが国は、過度に貿易に依存するのではなく、地域・国内での生産を基本とし

た食料安全保障を確立していく必要があります。

ＪＡグループによる復旧・復興の取り組み

自給率向上に向けた政府の増産計画ＷＴＯとＴＰＰの違い

人的支援
ＪＡ役職員のボランティア派遣「ＪＡグループ支援隊」のべ583名、
3,000人日を突破（平成23年5月27日時点）（平成23年7月末までに
1,500人の派遣決定）

物的支援
米373.6トン、食料31万7,360食、飲料51万8,804リットル、野菜・果
物585.2トン、マスク・タオル169万7,482枚等（平成23年4月18日到
着分まで）

金銭的支援
100億円規模の「ＪＡグループ復興再生義援金」、募金活動等

イベント支援
被災地野菜の即売会の実施
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ＴＰＰがわが国に与えるさまざまな影響
日本経済全体への影響

日本農業への影響

農業以外の分野に与える影響

●ＴＰＰの影響をプラスに評価する試算が内閣府と経済産業省から出されていますが、いずれも
その試算方法に大きな問題があります。

●ＴＰＰの作業部会では、農畜産物や工業製品等の関税撤廃（下図　　）だけでなく、金融・保
険・医療等のサービスの自由化や、植物検疫・公共事業の入札制度等の国内制度の規制緩和・
撤廃など、幅広い分野が交渉対象として議論されています。

●ＴＰＰに参加することによって、一部の工業製品の輸出拡大による経済的メリットと引き換えに、
わが国の仕組みや基準が一変し、私たちの将来のくらしに大きな影響が及ぼされます。

内閣府

主張

問題点

TPP参加の場合：
経済効果は2.４～3.2兆円

TPP不参加の場合：
輸出産業の損失額は10.5兆円

TPP参加の場合：
農業および関連産業のGDP損失額は7.9兆円

・将来の生産性向上を加味し経済効果を上乗せ
・輸入が増えても国産は影響を受けない前提
・農業の多面的機能（3.7兆円）の評価を除外。
  この部分を算入すると経済効果はマイナスとなる
（多面的機能を考慮すると▲1.3～ 0.5兆円）

「日本は中国・EUとFTAを結ばな
い」、「韓国は米国・EU・中国とFTA
を結ぶ」という日本に非常に不利な
ＦＴＡ締結状況の仮定がされており、
影響を過大に評価。

主要品目（米、麦、砂糖、でんぷ
ん、牛乳、牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵
等）への影響しか算定されておら
ず、損失は更に大きくなる可能性。

経産省 農水省

出典：東京大学 鈴木宣弘教授調べ

米
90％

牛乳乳製品
56％

牛肉
75％

小麦
99％

甘味資源作物
100％

豚肉
70％

ＴＰＰ参加による国内農畜産物の生産量の減少率

等、幅広い品目に影響 出典：農林水産省

食料自給率の推移とTPPによる影響（％）
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TPP参加により
食料自給率が
40％　13％へ

市場アクセス（農業） 政府調達

市場アクセス（工業） 原産地規則

サービス（クロスボーダー） 検疫等

サービス（電気通信） 投　資

知的財産権 環　境

サービス（金融） 労　働

ＴＰＰで作業部会が設置されている分野（抜粋）

われわれの社会・生活が一変

・米国産牛肉の輸入制限の緩和
・農薬・食品添加物等の基準緩和

・外国人労働力により日本人の雇用が喪失

出典：内閣官房資料をもとに全中作成
ほか、合計24分野

・公共事業の入札が海外企業にも開放され、
地元企業はコストの安い海外企業と競争

食の安全・安心の仕組みが崩壊

労働環境が激変

・労働市場開放により地域医療が崩壊
地域医療が崩壊

地域経済へ大打撃

Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加

●農林水産省の試算では、わが国が関税の撤廃
を原則とするＴＰＰに参加すれば、農林水産
物は大きな影響を受け、その多くが外国産に
置き換わると試算されています。
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食の安心・安全が脅かされる

残留農薬の基準値の緩和
TPPに参加した場合…

ＢＳＥリスクの増大
米国では・・・
◆年間出荷肉牛の１％程度しか検査していない
◆ＢＳＥの可能性のある「へたり牛（歩けなくなっ
た牛）」のうち、無検査で出荷されているもの
もある

　等の実態にあった。
⇒これらの牛がそのまま出荷されてくる可能性

殺虫剤（クロルピリホス）

殺菌剤（キャプタン）

0.1

0.1

8

6

80倍

60倍

基準（ppm）
日本 米国

米国は日本の残留農薬の基準値の比較
（例：米の場合）

出典：関岡英之「国家の存亡」（PHP新書）をもとに全中作成

TPPに参加した場合…

患者の不利益拡大患者の医療費負担増

混合診療による保険外診療の拡大
公的医療保険の給付範囲の縮小

診療報酬の病院間格差による医療従事者の偏在　　医師の国際的な移動の自由化

過度なコスト削減による医療の質の低下
不採算部門・地域からの撤退

患者の選別

医師の不足・偏在、地域医療の崩壊

出典：日本医師会「日本政府のTPP参加検討に対する問題提起－日本医師会の見解－」、関岡英之「国家の存亡」（PHP新書）をもとに全中作成

食品安全性に与える影響

医療に与える影響

●ＴＰＰ参加により、輸入肉用牛の月齢制限が緩和され、牛海綿状脳性（ＢＳＥ）リスクのある牛肉
が日本国内に入ってくる危険があります。

●現在日本で禁止されているポストハーベスト農薬（収穫後使用農薬）が使用可能となり、さらに
は、有機農産物の残留農薬基準を緩和させられることが想定されます。また、食品添加物につい
ては、日本では認められていないものについても、国際規格で認められているという理由で認可
を求められる懸念があります。

●遺伝子組み換え食品等の輸入拡大も懸念される上に、遺伝子組み換えである旨の国内表示ルー
ルに対して、「貿易障壁」としてルール変更が求められる恐れがあります。

●混合診療（＊）が全面解禁されることにより、高額で利益率の高い保険外診療が大幅に拡大し、
公的医療保険の給付範囲の縮小を招く結果、患者の医療費負担が増加する恐れがあります。
また、医薬品や医療機器の価格も高騰し、所得によって医療サービスに格差が生じることになり
ます。
＊保険診療と保険外診療の併用。保険診療は政府により診療報酬が決められているが、保険外診療については医療

機関自らが診察料を決めることが可能。

●医療サービスの自由化で営利企業の参入が可能となり、過度なコスト圧縮・利益追求により、医
療の質の低下、不採算部門・地域からの撤退、患者の選別等を通じて、患者の不利益・負担が
拡大する可能性があります。 　

●現在診療報酬は全国一律ですが、病院間格差が生じ、その結果、待遇等が好条件である医療機
関への医療従事者の偏在を招くことで、地域医療が崩壊する可能性があります。また、医師や看
護師など有資格者の国際的な移動の自由化も懸念されます。
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「政府調達」の外国企業への開放による地域経済の崩壊

投資の自由化により、日本・日本企業が外資の食い物に

●すでに日本の政府・都道府県は、定められた基準（下記参照）の規模の「政府調達（＊）」の入札
に関して、海外の企業にも門戸を開いています。

●しかし、ＴＰＰに参加した場合、これまでは開放されていなかった市区町村の案件も海外企業に
門戸が開かれます。さらに、調達の基準額も大幅に引き下げられ、小規模の公共事業も入札対象
になります。

●この結果、地方の公共事業を通じて地域経済を支えてきた中小企業が、安い労働力を背景とし
た海外企業との熾烈な競争にさらされ、地域の経済と雇用に大きな影響を与える可能性があり
ます。
＊「政府調達」：政府・地方自治体による物品やサービスの購入や施設の建設。多くの公共事業や公共サービスがこれ

に該当する。

●ＴＰＰに参加した場合、その原則である内国民待遇（外資を国内企業と同等に扱わなくてはなら
ない原則）により、国は圧倒的資本力を持つ外資企業等に対する規制を自由に行えなくなり、
国内企業が買収・転売される懸念があります。

●国民の生命や財産を守るために国や地方自治体が行う規制に対し、海外企業による損害賠償訴
訟が認められる可能性があります。訴訟の審査は「国際仲裁委員会」という機関で行われるこ
ととなりますが、審理は非公開で、判定は強制力を持ち、不服でも政府や自治体は控訴できませ
ん。この結果、日本の規制が撤廃され、外資系企業に対して、国民の税金で巨額の損害賠償金を
支払わされる可能性があります。

TPPに参加した場合…

TPP参加による政府調達の入札公開基準額の変化
分野

物品

建設

対象

TPP参加前  出典：外務省 参加後  出典：Ｐ４協定 地方経済に
大打撃

・市町村の庁舎、小・中学校、高校の
校舎の建設や、給食などのサービス
までもが対象に
・地域を支える中小企業に大打撃
・雇用・地域コミュニティにも影響

技術的
サービス

約6.3億円～

国・都道府県・
市町村

約2500万円～

約1.9億円～

約19億円～

国・都道府県

約630万円～

出典：廣宮孝信「TPPが日本を壊す」（扶桑社新書）をもとに全中作成

国民の税金による
理不尽な賠償金支払い
強制的な規制の撤廃

TPPに参加した場合…

外資への規制は困難
規制すると損害賠償請求
国や地方行政の規制が提訴対象
判決に不服でも控訴不可

国家が自国民の安全を守れなくなる

カナダ政府

NAFTA（北米自由貿易協定）を締結している
米・カナダの例

米国燃料
メーカー

ガソリン添加物ＭＭＴ
（神経性有毒物質）の使用を禁止

3.5億ドルの
損害賠償を請求

提訴

カナダ政府はやむなく規制を撤廃

出典：関岡英之「国家の存亡」（PHP新書）をもとに全中作成
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TPPに参加した場合…

世界の飢餓人口の推移 世界の穀物需給および在庫率

生産量

消費量
期末在庫率

期末在庫

アジアの飢餓人口が拡大
アジアの米需給がひっ迫し、  
アジア全体で新たに2.7億人が

飢餓に陥る可能性

世界の生物多様性に影響

生物多様性が
農地開発等により悪影響を受ける

食料安全保障面からも危険
世界の穀物需給はひっ迫傾向にあり、

海外からの輸入に
過度に依存することは危険

（億人） （百万トン）
12.5

12

11.5

11

10.5

10

9.5

9

8.5

8

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

100％

90％

80％

70％

60％

50％

40％

30%

20％

10％

0％
04-

06
00-
02

95-

97
90-

92
79-

81
69-

71
2009年 7270 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 00 02 04 06 08 10

（年度）
現在 ＴＰＰ

参加

11.95

9.25

35.5%

16.7%

在庫も
減少傾向

需給も
ひっ迫

日本がTPPに参加した場合
アジアだけで2.7億人の
飢餓人口が増加！

出典：ＦＡＯ資料および財団法人アジア人口・開発協会資料をもとに全中作成 出典：ＵＳＤＡ

TPPに参加した場合…

沖縄県および石垣市の品目別農業生産高 南西諸島における安全保障関係費用増加額想定（億円）

離島農業に壊滅的な打撃

サトウキビ農家・関連産業が消滅
肉用牛の価格が崩壊

地場産品・観光業の衰退
農業の壊滅により地場産品が衰退
「食」に関わる観光商品を失い

観光業に影響

安全保障・資源開発に影響
島の過疎化により
日米安保の対象外へ
海底資源の開発権も喪失

沖縄県

石垣市

総額（億円）

906

92.6

サトウキビ

153（17％）

14.5（16％）

肉用牛

163（18％）

52.8（57％）

自衛隊

海上保安庁

計

人件費 装備費

9,845

330

10,175

計

9,000

300

9,300

845

30

875＊第36次沖縄農林水産統計年報（平成18年）

出典：東海大学 山田吉彦教授調べ
大打撃を受ける

サトウキビ・肉用牛は
地域農業の基幹

１兆円規模の 
予算増額が必要に！

世界の飢餓・環境等に与える影響

南西諸島等の産業や、安全保障・海底資源開発への影響

●ＴＰＰに参加することにより、わが国の食料輸入が拡大し、国際需給のひっ迫や価格高騰でアジ
アの飢餓人口が増加する可能性があります。さらに、その食料を生産するために新たな耕地開発
が発生し、世界の生物多様性に悪影響を及ぼします。

●また、過度に輸入に依存することは、食料安全保障の観点からも危険です。

●ＴＰＰが導入されると、わが国南西諸島等の第一次産業において重要なサトウキビ農家および工
場・菓子製造業者等の関連産業が消滅するとともに、肉用牛など、島しょ部の農業経営に多大
な影響を与え、離島地域の急激な衰退・過疎化が懸念されます。

●島しょ部の過疎化が進めば、それらの離島に対する自衛隊・海上保安庁の配備増強のため、１兆
円規模の防衛予算の増額が必要となる恐れがあります。また、離島近海の豊富な海底資源の開
発権も失う可能性があります。これは日本全体の問題です。
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ＴＰＰ推進論への10の反論
ＴＰＰによる関税撤廃と政府の自給率向上目標は不整合

新たな食料・農業・農村基本計画と
ＴＰＰの矛盾

関税による適切な国境措置の維持が
不可欠な背景

ＴＰＰに参加しても日本に不利なルールを丸飲みさせられるだけ

ＴＰＰに参加し、わが国の関税が撤廃されれば、現在40％の日本の食料自給率は、13％に低下する
とされていますが、平成22年3月に閣議決定した食料・農業・農村基本計画では、平成32年までに
食料自給率目標を50％にまで向上させるとしています。このようにＴＰＰへの参加は、わが国政府
が決定した政策と矛盾し、整合性が取れていません。

ＴＰＰに参加して日本に有利なルールづくりをする必要があるとの主張がなされますが、最終的に
は米国が中心となって策定されたルールを強要されるという形になるだけで、わが国にはマイナス
にしかなりません。

新たな食料・農業・農村基本計画
（平成22年3月30日閣議決定）

TPP

①経済力さえあれば自由に食料を輸入できると
いう考え方からの脱却

②1億2千万人を超える国民への食料安定供給
の確保

③穀物を中心に自国で供給可能な作物の増産

農畜産物の大量輸入により、わが国の食料自給
率は13％にまで低下

平成32年までに
食料自給率目標50％を達成

除外・例外を認めず、全品目の
関税を撤廃

明らかに
不整合

品目名

コメ

小麦

砂糖

でん粉

乳製品

国内生産が果たしている役割 国境措置のあり方

●土地利用型作物の中で、唯一
自給が可能な国民の主食
●地下水かん養、洪水被害の軽
減などの多面的機能を有する

●長期にわたって適切
な水準の国境措置を
維持する必要

●外国産と品質格差が
ないため輸入拡大が
不可避

●食品産業、製造業、
運送業等の関連産
業による雇用維持の
観点からも国境措置
は必要

●自給率向上に不可欠な品目
●畑作輪作体系や水田転作の基
幹作目としての位置付け

●北海道における畑作輪作体系
の基幹作物
●鹿児島県の台風常襲地域にお
ける重要作物としての位置付け
●雇用など地域経済にも貢献

●雇用等地域経済に大きく貢献
●耕畜連携などの地域の資源循
環、環境保全型農業の推進な
どの観点からも重要

●人間のエネルギー摂取に欠かせ
ない栄養源
●国境線に近い地域での生産と
なっており、国家安全保障の
観点からも国内生産の維持が
必要
●雇用等地域経済にも貢献

ウィキリークスに掲載されたニュージーランド外交
貿易省マーク・シンクレアＴＰＰ首席交渉官の発言
（米国大使館公電より）

貿易等に関する米国から日本への
要求事項

日米経済調和対話（平成23年2月）
①郵政（米国企業との対等な競争条件の確立）
②保険（米国企業との対等な競争条件の確立）
③運輸・流通・エネルギー（自動車の基準緩和）
④農業関連課題（残留農薬問題・食品添加物）
⑤医薬品・医療機器 その他5項目

これら以外にも輸入牛肉の月齢制限の撤廃など
さまざまな要求を突きつけられる可能性

「ＴＰＰが将来のアジア太平洋の通商統合に向けた基盤であ
る。もし、当初のＴＰＰ交渉８カ国でゴールド・スタンダード（絶
対標準）に合意できれば、日本、韓国その他の国を押しつぶす
ことができる。それが長期的な目標だ」
「米国との自由貿易協定は長年の目標ではあったが、広く一般
に信じられているように国内産業にとってエルドラド（理想郷）
となることはあり得ない」

出典：日本農業新聞記事より抜粋
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ＴＰＰ交渉参加9ヵ国に日本を加えた10ヵ国の内需規模の比較（2007年）

わが国の１人当たり給与・輸出額・労働分配率等の推移

インフレ・デフレ時に貿易自由化がもたらす国内経済への影響

ＴＰＰがもたらすものは経済成長ではなく日本経済のさらなる悪化
ＴＰＰ交渉参加国のうち、日本の輸出先となり得る市場は米国市場のみです。しかし米国は、自国への
輸出に依存した世界の経済成長を拒否しており、逆に米国からの輸出を増加させ、国内雇用を創出し
ようとしています。また、日本では為替リスクを回避するため、すでに多くの大企業が海外移転による現
地生産を進めています。その一方で、海外移転できない中小企業は、関税撤廃による安価な製品の大
量輸入により、現在以上に厳しい価格競争にさらされることになります。その結果、日本経済を長年苦し
めているデフレの悪化、賃金引き下げなど、日本経済のさらなる悪化をもたらされることが懸念されます。

●TPP参加9カ国に日本を加えたGDPシェアは、日米で90％以
上であり、日米以外は、輸出依存度の高い経済規模国のみ

●オバマ大統領は、2010年の一般教書演説において今後5年間
で輸出を倍増すると表明するとともに、グローバル・インバ
ランス問題の原因である米国の過剰消費・貿易赤字の是正に
乗り出す意思を表明。

　TPPで増えるのは日本の輸出ではなく、米国からの輸入

米国
69.7％

日本
21.8％

その他  4.2％オーストラリア
4.3％

出典：WDI2010（IMF）

輸出が増加しているに
もかかわらず1人当た
りの給与は減少傾向
＝輸出による企業の利
益は内部留保や株主配
当、海外投資へ

為替リスク回避等の理
由により、すでに日本の
製造業の海外生産（グ
ローバル化）が進行

日本の自動車メーカー
の米国における新車販
売台数の６割以上が現
地生産

１人当たり給与

労働分配率（全業種）

労働分配率（大企業）

輸出額
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出典：財務省：法人企業統計年報、内閣府：国民経済計算、国税庁：民間給与実態統計調査

労働分配率＝（人件費）／（経常利益＋人件費＋減価償却費＋支払利息等）として計算
大企業は資本金10億円以上の企業を対象

輸出額　　  給与者１人当たり賃金　　  労働分配率（全業種）　　 労働分配率（大企業）

輸
出
額（
実
質
）（
97
年
＝
１
と
す
る
）

労
働
分
配
率（
％
）・　

 

給
与
者
１
人
当
た
り
賃
金（
97
年
＝
１
０
０
と
す
る
）

米　国
（デフレの兆候）

インフレの国 ＋
　安価な輸入品による消費者利益の改善

デフレ不況の国（日本）ー
　日本人労働者の低賃金化の進行＋失業率の増加

＝デフレ不況の悪化

輸入

輸入

物品だけでなくデフレも輸入
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参加国に厳格な条件を課すＴＰＰはＦＴＡＡＰ※の土台とはならない

貿易自由化と国家安全保障は別物

輸出依存度の高い韓国は、わが国の参考とはならない

ＡＰＥＣにおけるＴＰＰ交渉参加国

各国輸出依存度の比較

アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）では1994年にボゴール宣言を採択し、アジア太平洋地域
での自由で開かれた貿易、投資を目標に掲げて、先進国は2010年、途上国は2020年までにその
実現を目指すとしています。また、具体的な行動指針を決めた1995年の大阪行動指針では、各国
の多様性を認め、この目標実現に向けた柔軟な対応を認める宣言が採択されています。つまり、ア
ジア太平洋地域の多様性を認識したうえで、柔軟性の原則を認めているＡＰＥＣの貿易促進方
針と、ＴＰＰは全く反しており、ＴＰＰはＦＴＡＡＰの土台とはなり得ません。

「日米同盟深化のためにＴＰＰが必要」という米国との貿易自由化＝日米安保の堅持との見方があ
ります。しかし、国内事情を無視した自由貿易を進めることにより、両国の信頼関係や国家安全保障
が強固になることは有り得ません。互いの事情を尊重しながら、課題を１つずつ解決していくことこそ
が日米安保の強化につながります。

近年、韓国が積極的にＦＴＡ交渉を進めていますが、もともと韓国は輸出依存度が高い国です。
一方、日本は内需が8割以上、輸出依存度は17.4％と極めて低く、韓国は参考になりません。日本経
済全体をけん引するためには、輸出ではなく、わが国の内需拡大こそが重要です。

カナダ、中国、中国香港、イ
ンドネシア、日本、韓国、メ
キシコ、パプアニューギニ
ア、フィリピン、ロシア、チャ
イニーズ・タイペイ、タイ

APEC加盟国（21カ国・地域）
TPP交渉参加国（9カ国）

オーストラリア、ブルネイ、チリ、マ
レーシア、ニュージーランド、ペルー、
シンガポール、米国、ベトナム

≪APEC加盟国の現状≫
中国…米国も問題視する人民元の問題
韓国…二国間のFTAを先行
カナダ…乳製品の除外を求めTPP

参加を拒否された経過

≪APEC加盟国の多様性≫
・自由主義国と社会主義国が
共通の経済協力制度に参加
・各国間で経済水準の巨大な
格差が存在

APECは「自主性」・「多様性」を
原則としている

TPPがFTAAPの土台とは
なり得ない

国家安全保障

国家間の関係が不安定な国同士（例えば戦時中）に
おいて良好な貿易はない

貿易自由化

経済人類学者のカール・ポランニーは、著書
『大転換』の中で19世紀の急進的な自由貿易
が社会を崩壊させ、その反動で全体主義が発
生したと論じている

貿易自由化により国家
安全保障が強固になる？

ブロック経済が契機となった第2次世界大戦の
反省を踏まえ、関税および貿易に関する一般協
定（GATT）を設立
ＴＰＰはこうした反省を無視し、時代に逆行するもの

250.0%

200.0%

150.0%

100.0%

50.0%

0.0%

231.2％
212.5％

109.6％

77.7％

47.5％ 40.2％ 36.6％
28.1％ 26.6％ 24.1％ 17.4％

54.8％

14.5％ 12.6％

シンガポール香港 マレーシアベトナム 韓国 ドイツ EU27 中国 英国 フランスインド 日本
出典：IMF、内閣府「国民経済計算」

ブラジル米国

変動相場制
競争力の強化は円高をもたらし、競争力を相殺

輸出依存度が5割以上
＝輸出を拡大させなければ
国が成り立たない

わずか2割以下の輸出で日本経済を
けん引するのは困難

＋

＋

各国が保護主義的になっており、輸出拡大は
困難。特に、米国は円高・ドル安を志向してお
り、輸出企業への影響大

世界的な不況

貿易自由化と国家安全保障の関係

※ＦＴＡＡＰ（アジア太平洋自由貿易圏）：ＡＰＥＣ構成国内で自由貿易協定を締結するとの考え方。
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日本の全ての食品につき輸入停止または証明書を要求
対象県 品　目 規制内容

全ての食品、飼料
野菜およびその製品、乳および乳製品、茶葉およびその製品、果物およびその製品、薬用植物産品
水産物
その他の食品・飼料
全ての食品、飼料
全ての食品、飼料

出典：農林水産省資料をもとに全中作成（ほか21カ国）

輸入停止
政府作成の放射性物質の検査証明書および産地証明書（産出県）を要求
上記に加え、中国輸入業者に産地・輸送経路を記した検疫許可申請を要求
政府作成の産地証明書（産出県）を要求
政府作成の放射性物質の検査証明書を要求輸入国にてサンプル検査
政府作成の産地証明(産出県)を要求輸入国にてサンプル検査

福島､群馬､栃木､茨城､宮城､新潟､長野､埼玉､東京､千葉（１0都県）

１0都県以外

福島､群馬､栃木､茨城､宮城､山形､新潟､長野､山梨､埼玉､東京､千葉、神奈川（１３都県）
１３都県以外

中
国

Ｅ
Ｕ

規模拡大・効率化のみの「強い農業論」は非現実的

輸出型農業には課題が山積

「ＴＰＰに参加しても例外が認められる」のは極めて困難

「バスに乗り遅れるな」論には明確な根拠なし

農家１戸あたりの平均農地面積の比較

わが国は、国土の70％以上が中山間地という国土条件にあり、農地の集約化やコスト削減に努力
したとしても、生産条件が全く異なる米国や豪州のような農業大国と同じ農業を志向するのは非現
実的です。わが国の実態に即した持続可能な農業を目指すべきです。

世界的な食料ひっ迫の中、自給率40％のわが国は、輸出を志向する前に、国民に対し、将来にわた
り安定的に食料生産を行うことを最優先すべきです。また、原発事故により、農産物どころか工業
製品にさえ輸入規制がかけられている現状を踏まえると、「農畜産物輸出で農業体質強化」という
バラ色の未来を描くことは困難です。

「ＴＰＰに参加しても、コメなどを関税撤廃の例外としたり、一定の経過期間を設けることは可能」との
主張がありますが、ＴＰＰ交渉に参加する米国など農産物輸出国は、こうした例外扱いを否定していま
す。現在のＰ４協定において例外化されているものは、宗教上の理由など特別なものに限られているこ
とからも、例外措置が可能との根拠のない見通しを持ってＴＰＰへ参加することは極めて危険です。

一部マスコミや経済界からの、「バスに乗り遅れるな」「このままでは世界の孤児になる」との主張に
は明確な根拠や説得力のある説明がほとんどありません。国民のくらしに大きな影響を及ぼし、国の
かたちを変えかねないＴＰＰ問題は、十分な情報提供のもとでの国民的な議論が不可欠です。

出典：農林水産省「農林業センサス」（2005年）をもとに全中作成

都市
平地
中間
山間

440万ヘクタール
559万ヘクタール
1199万ヘクタール
1518万ヘクタール

12%
15%
32%
41%

エリア 面　積 割合

73％

宅地、道路、河川など21.1%

森林 66.4%

農地 12.5%

農家１戸あたりの
農地面積（ha）
（日本との比較）
東京ドーム換算

1.9
̶

0.4個分

198.1

104倍
43個分

3023.7

1591倍
647個分

出典：内閣官房EPA関連資料集をもとに全中作成（平成22年10月）

わが国の国土の構造

わが国から輸出する食料品への諸外国・地域の規制措置（平成23年６月27日時点）

平成23年5月12日米国下院農業委員会　公聴会 平成23年5月24日
米国・アジア太平洋協会クロフォード下院議員

（共和党：アーカンソー州）
カーク米国通商代表

●韓国とのＦＴＡにおいてコメを例外とし
たことは悪い前例であり、ＴＰＰにおいて
は米国産のコメの市場アクセス拡大のた
め、いかなる例外も認めるべきではない。

●TPP交渉において、われわれは全ての参加
国に対して全ての品目を自由化交渉の対
象とするよう求めている。韓国のコメ市場
は非常に保護主義的であり、米国はさらな
る市場開放に向けた圧力をかけ続ける。

●ＴＰＰにおいては、全ての品目が関
税撤廃の対象であり、コメや砂糖を
例外扱いするべきではない

ニュージーランドのグローサー貿易大臣
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ＪＡグループの目指す貿易ルール
ＪＡグループとして考える「目指すべき世界の貿易ルール」
●世界の貿易ルールは、持続可能な各国農業の共存を実現するため、153の国・地域が参加する

ＷＴＯルールの確立を基本とするべきです。
●自給率を向上させ、食料安全保障を確立するため、国内で消費する食材を可能な限り国内で生

産する「食料主権」が保証されるべきです。
●食料供給と価格の安定をはかるため、貿易ルールにおいて供給管理などの政策措置が認められ

るべきです。
●物品・サービス等の貿易以外にも、食品安全、地球温暖化対策、生物多様性の確保、伝統文化

の保護などに関する権利が保障されるべきです。
●全ての国の食料安定供給を確保するため、輸出禁止・制限措置のルールが強化されるべき

です。
●国土・自然環境の保全、農村社会の維持・発展といった農業の多面的機能が、十分に考慮

されるべきです。

ＷＴＯのもと、各国が公平かつ平等な条件で、
多様な農業が共存できるルールづくりを目指すべきです

2001年に現在のドーハ・ラウンド交渉が開始され、農業、非農産品市場アクセス（ＮＡＭＡ）、サービス等の
９つの分野で交渉が継続中です。

ＷＴＯ（世界貿易機関）

日本
多様な農業の共存と

十分な数の重要品目の確保

ＥＵ
食品安全性、動物愛護等の
非貿易的関心事項の尊重

アジア諸国
（インド、インドネシア等）

稲作を中心とした
小規模家族農業の存続

Ｇ１０
（スイス、ノルウェー等）

国内消費する食料を
国内生産する権利の確保

アジアとの共生募金（2005
年10月～2015年3月末）
写真：小規模プロジェクト
による現地指導

G20農業団体会合
（2011年6月フランス）

WTO農業交渉に関する共同
宣言『我々は一貫性を求める』
（2011年6月ベルギー）

AFGC（協力のためのアジア
農業者グループ）第10回年
次会合（2010年2月ベトナ
ム）

各国との
連携
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ＪＡグループとして考える「目指すべきＦＴＡ・ＥＰＡ」
●任意の2カ国・複数国間で締結する自由貿易協定（ＦＴＡ）、経済連携協定（ＥＰＡ）は、輸出禁止・

制限措置等について効果的に対処できないなどの限界があるため、あくまでＷＴＯの補完的役割
として位置付けるべきです。

●そのうえで、わが国が参加するＦＴＡ・ＥＰＡは、以下の条件が実現しうる場合に限られるべきです。
　・相手国との相互発展、農業の共存が実現できる
　・農業分野を含む全ての産業分野において公平な利益が享受できる
　・農業の多面的機能の発揮と自給率向上（基本計画50％目標）に資する
　・食品安全性、環境保全など国民の期待に応える
　・品目ごとの事情を検証し、センシティビティに配慮する

わが国がこれまで締結・合意した国（13カ国）

ＴＰＰ交渉参加国（9カ国）

交渉参加国 ：シンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、
タイ、インドネシア、ブルネイ、ＡＳＥＡＮ、
フィリピン、ベトナム、スイス、インド、ペ
ルー注１（１３カ国・地域）

人　　　口 ：約１９．４億人注２

Ｇ　Ｄ　Ｐ ：約４．８兆ドル注３

わが国がＦＴＡ（ＥＰＡ）を締結・合意した国

・ＷＴＯの主張やわが国政策と合致
・センシティビティの配慮
・自由化と協力のバランス

交渉参加国 ：米国、豪州、ニュージーランド、ペルー、ベ
トナム、シンガポール、チリ、ブルネイ、マ
レーシア（９カ国）

人　　　口 ：約５．１億人注２

Ｇ　Ｄ　Ｐ ：約１７．０兆ドル注３

ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉

・多様な農業の共存と逆行、自給率目標は達成不可
・全ての関税撤廃
・画一的、例外なし
・ＷＴＯで対立する国が参加

注１ ペルーとのＥＰＡは、未発効だが2011年5月31日に署名済み
注２ WHO「World Health Statistics」
注３ IMF「World Economic Outlook Database 2011」

矛盾

●タイ
●インドネシア
●フィリピン
●ＡＳＥＡＮ

●米国
●オーストラリア
●ニュージーランド

●スイス
●インド
●メキシコ

●チリ　 
●ブルネイ　
●ペルー

●シンガポール
●マレーシア
●ベトナム
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ＪＡグループの考える農業と地域経済・社会の将来像
ＪＡグループが考える農業の将来像
●わが国は、国土面積が狭く中山間地域が多いため、米国など大陸型農業のように数百・数千ha規

模の大規模経営は不可能です。
●われわれの目指す農業とは、規模拡大や価格競争力のみを追求することではなく、各地域の集落

や農地の実態に応じて、資源を最大限に活用する持続可能な農業です。
●例えば、水田農業では、地域の基礎単位である集落（おおむね20～30ha規模）ごとに１つの「担い

手経営体」をつくり、集落でまとまりのある作付けと複合経営で効率的な営農が持続する姿です。

現　状

水田農業において、1人あたりの従事時間、農業機械一式の耕作可能面積、
水利、集落規模（平均 約27ha）などを考慮した場合

販売農家：約138万戸
　うち主業農家：約25万戸
　うち準主業農家：約37万戸
　うち副業的農家：約76万戸

農業就業人口：約228万人
水田のある農業集落：約10万
集落営農数：約1.3万

担い手経営体数：10万～20万（専業農家中心、集落営農、法人）
担い手経営体における主たる従事者：約30万～40万人
担い手経営体に参加または支える農業者等：約170万～200万人

零細・分散錯圃
（1経営体あたり平均経営耕地面積2.2ha）

1経営体あたり20～30ha程度が適正

麦 米

米

野菜

調整水田

大豆

目指すべき将来像

わが国の集落単位である20～30ha程度に1経営体を基本に
「農業で十分な所得水準が確保できる担い手経営体」をつくることが必要

わ
が
国
の
実
態
を
ふ
ま
え
た
姿

現在の水田農業の担い手イメージ 目指すべき水田農業の担い手イメージ

集落の農地

米（主食用、加工用、飼料用 等）

専業農家 法人・集落営農 野菜など

施設型農業

生きがい農園

地域の担い手
（農地・作業の受け皿）

麦・大豆・飼料作物等

役割
分担 兼業農家 定年帰農者

専業農家

自給的農家

地域住民

ベテラン
農業者

出典：農林水産省「農業経営統計調査平成20年産米生産費調査」
USDA「Production Costs and Returns」2008（1US＄＝103.37円）
（※）統計調査の都合上15.0ha以上の数値を使用している。
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物財費

労働費

その他

米国
（198.1ha）

日本平均
（1.9ha）

JAグループの目指す
将来像

（20～30ha）（※）

土地面積（1,000ha） 
農用地面積
（1,000ha） 

農用地面積に
占める割合
（％）

耕地
永年作物地
永年牧草地
耕地
永年作物地
永年牧草地

米国 中国 オーストラリア日本
36,450
4,650
4,326
324
0

93.0
7.0
0.0

916,192
411,158
170,428
2,730

238,000
41.5
0.7
57.9

932,749
552,832
140,630
12,201
400,001
25.4
2.2
72.4

768,230
425,449
44,180
350

380,919
10.4
0.1
89.5

出典：FAO「FAOSTAT」

（注）
日本：2008年度相対価格（15,146円／60kg）
から流通経費、消費税等を除いたもの。
米国：米国農務省（長粒種含む）
中国：国家友展和改革委員会（ジャポニカ米）
オーストラリア：豪州農業資源経済局（中粒種）

※近年の中国産ミニマムアクセス米輸入価格が上昇しているのは、中国輸出企業の手数料（レント）が主原因

日本
米国
中国
オーストラリア

1kgあたりの価格 日本との比較
̶
4.0倍
5.5倍
4.4倍

（玄米換算の生産者手取りベース）

192円
48円
35円
44円

※

各国の農用地の状況（2007年）

米の生産者価格の内外価格差（農家手取りベース）

米の生産コストにかかる日米比較

目指すべき水田農業の将来像イメージ
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1950年～2007年のデータは政府統計「国勢調査」ならびに「人口推計」による
2010年～2049年のデータは、国立社会保障・人口問題研究所『日本の都道
府県別将来推計人口』による
（棒グラフは中産中死推計）
（赤線は多産少死推計）
（青線は少産多死推計）

出生率の低下に伴い、人口ピラミッドの構造が変化
（少子高齢化の進行）

ＪＡが地域のライフラインとしての役割を発揮

出典：国立社会保障・人口問題研究所
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ＪＡグループが考える地域経済・社会の将来像
●わが国の地域経済・社会は、高齢化の進展、耕作放棄地の増加、所得の減少、過疎化などが課題

となっています。
●そのような実態のなかで、豊かで住みやすい地域経済・社会を実現するため、地域のインフラとし

ての機能を持つＪＡが、その事業・活動を通じて、地域の関係者と一体となって、地域の農業と生
活を支えていきます。

●とりわけ、国民全体の課題である急激な高齢化社会への対応については、行政等の支援も活用し
ながら、農と連携した健康・福祉・医療活動、生活購買など、ＪＡが地域のライフラインとしての役
割を発揮します。

国内人口の推移（1950年～2049年）

ＪＡ出資型
農業生産法人

販売農家

集落営農組織 農地の出し手

新規就農者
定年後帰農者

小規模農家
自給的農家

医療・福祉機関

漁協、森林組合

行　政

消費者、地域住民

地元商工業者

ＮＰＯ法人

生協、量販店

大規模農家
認定農業者

農業生産法人

組 合 員
多様な農業者 消費者・地域住民等

多様な
農業者による
新たな協同の輪

「農」と「くらし」を軸とした
消費者・地域の関係者との

新たな協同
消費者との
連携による
農業の復権

農業者を含む
地域住民・

地域関係者による
新たな協同の輪

ＪＡの総合性
発揮による
地域の再生

農商工連携、ＪＡファーマーズ・
マーケット、国民合意のもとでの
農業政策等

出典：第２５回ＪＡ全国大会決議

新たな協同の創造



ＴＰＰから私たちの国・地域・生活を守ろう！

「地場産小麦を積極的に使って
きた中小の製粉会社が淘汰さ
れれば、国内の農家は販路を
失い、小麦生産もなりたたなく
なる」（香川の製麺業者）

東北最大のイチゴ産地、ＪＡみやぎ亘理。農地は津波
の直撃を受け、施設が流されたり、農地が塩水に漬
かったりして、９割強が栽培できない。それでも、「クリ
スマスにイチゴを」を合言葉に、年内の出荷再開に向
けて準備している。「技術とやる気は津波に流されてい
ない。復興を成し遂げたい」

「日本の農産物の関税は、守るべ
き最後のものが残っているだけ
だ。農業がなくなれば国土は荒
廃する」（大学教授）

「地域医療がないがしろにされる
方向がさらに進む危険性もある。
負担を強いられるのは一般の患
者だ」

「輸入農産物の規制が緩和され
れば、食の安全性が脅かされる
恐れがある」（消費者）

「この地域では、サトウキビに
代わる農作物はない。作れなく
なれば、生活を保障する根幹
が崩れ、島に人が住めなくなる」

（徳之島のサトウキビ農家）

「どんなに大規模化しても、米国
にはかなわない。頑張る農家を
困らせる協定は許されない」（酪
農家）

「ＴＰＰでは生産者が立ち行かな
くなる。畜産が倒れたら、雇用や
地域経済はどうなるのか」（口蹄
疫や新燃岳の噴火で打撃を受
けた宮崎や鹿児島の畜産農家）
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